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昨年、第189通常国会閉会直後の９月24日、

安倍首相は、「アベノミクスは第２のステージ

に移行する」と宣言し、アベノミクスが思惑通

りに進んでいない中、それが明らかになることを

隠すように、「新三本の矢」なるものを発表した。 

「新三本の矢」は、2020年に向けて①希望を

生み出す強い経済＝「ＧＤＰ600兆円」、②夢を

つむぐ子育て支援＝「出生率1.8」、③安心につ

ながる社会保障＝「介護離職ゼロ」――の３項

目で構成されている。具体的には、①昨年度

491兆円のＧＤＰを２割程度増加させるために

女性や高齢者の雇用を拡大するなどして「生産

性革命を大胆に進める」、②出生率の回復のた

めの幼児教育の無償化や結婚支援、不妊治療支

援、③家族などの介護により退職を余儀なくさ

れる「介護離職」をゼロに――であり、これら

を「１億総活躍プラン」としてまとめ、50年後

も人口１億人を維持するとも。 

また、首相は、昨年11月27日、「１億総活躍

社会の実現」と「ＴＰＰ」対策を柱とする総額

３兆円台の補正予算を指示し、2016年の通常国

会に提出する予定にしており、特に「１億総活

躍緊急対策」の内容は、①最低賃金を2020年に

は時給1,000円、②非正規労働者の正社員転換、

③児童手当の拡充、④保育の受け皿の拡大、⑤

介護の受け皿の拡充、⑥低年金者への給付金支

給――などである。 

一方で、「１億総活躍緊急対策」などと大き

く関係する現状と課題を見てみたい。 

日本の人口は、世界屈指のスピードで変化し、

2012年度以降は減少に転じた。ここ３年間で60

万人程度減少し、昨年度末実績では、１億

2,694万人である。現在の出生率（1.42）等を

ベースに推定すれば、2025年には１億2,066万

人、2060年には8,674万人になる。また、生産

年齢人口（15～64歳）は、現在の7,682万人か

ら、2060年には4,418万人と予測されている。 

その影響はさまざまだが、人口＝労働力人口の

減少で、ＧＤＰは縮小し、税収も減る。さらに、

2025年には、65歳以上が30％、2060年には40％

にまで拡大すると予測されている。 

これらに加え、人口減少等は、社会保障制度

にも大きな影響を与え、現状で2.5人が１人を

支えている年金は、2060年には、1.3人で１人

を支えなければならず、社会保障に関する税負

担も、2025年には、１年間の税収を超える60兆

円に上るという。 

このように労働力人口の減少による税収減お

よび社会保障費の増加は、歳費の抜本的見直し

を行なわない限り国債に頼らざるを得ない。現

在の日本においても債務残高は年々増加し、対

ＧＤＰ200％を超え、2014年度歳出の24.3％

（24.5兆円）が国債の元利払いに充てられてい

ることをふまえると、財政は危険水域に入る可

能性が高まる。 

このように、アベノミクスが不安視される中、

「最低賃金1,000円」など、そもそも連合を中

心に我々が取り組んでいる課題も含め、威勢よ

く目標は掲げたものの、対策の実行に向けた財

政再建との両立や具体的プロセスなどもなく実

現性に乏しい。しかも、企業に対する「賃上げ

要請」や「設備投資要請」などは本来、労使自

治や事業活動に伴う経営判断であり、政治が口

を出す課題ではない。 

人口減少や高齢化による影響が懸念される重

要な局面にあって、先の国会で、安倍政権は、

不安定雇用・低賃金を助長する『労働者派遣

法』の改正や、平和国家・日本を放棄し軍事費

をさらに拡大する『安全保障関連法』の成立を

優先させた。だが、政府の役割が、国民が平和

で安心して暮らせる社会をつくることであるな

らば、急ぐべきは、応能負担に基づいた税制改

革を含む社会保障制度の確立ではないか。 


